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(単位:百万円)

当期首残高 5,181 1,141 38,181 △ 54 44,449

当期変動額

剰余金の配当 △ 577 △ 577

親会社株主に帰属する当期純利益 2,499 2,499

自己株式の取得 △ 165 △ 165

自己株式の処分 57 57
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非支配
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1. 　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1)　 連結の範囲に関する事項

① 　連結子会社の数及び連結子会社の名称

　　連結子会社の数　　15社

　　連結子会社の名称

　　　広島ガスプロパン㈱、広島ガステクノ・サービス㈱、広島ガスメイト㈱、

　　　HG LNG SHIPPING CORPORATION、広島ガス西中国㈱、広島ガス東中国㈱、広島ガスエナジー㈱、

　　　広島ガスプロパン工業㈱、広島ガス呉販売㈱、広島ガス中央㈱、広島ガス可部販売㈱、

　　　広島ガス北部販売㈱、瀬戸内パイプライン㈱、㈱ラネット、㈱ビー・スマイル

② 　主要な非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

　　主要な非連結子会社の名称

　　　㈱ファミリーガス広島、広島ガス伯方㈱

　　連結の範囲から除いた理由

　　　　非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利

　　　益剰余金(持分に見合う額)等のそれぞれの合計額は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし

　　　ていないためであります。

(2)　 持分法の適用に関する事項

① 　持分法を適用した非連結子会社の数及び名称

　　持分法を適用した非連結子会社の数　　２社

　　非連結子会社の名称　　㈱ファミリーガス広島、広島ガス伯方㈱

② 　持分法を適用した関連会社の数及び主要な関連会社の名称

　　持分法を適用した関連会社の数　　４社

　　主要な関連会社の名称　　広島ガス東部㈱

③ 　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称及び持分法を適用しない理由

　　主要な会社等の名称　　㈲広島エルピージー配送センター、東部エルピージーセンター㈱

　　持分法を適用しない理由

　　　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

　　影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないためであります。

④ 　持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に係る

　計算書類を使用しております。

(3)　 連結の範囲または持分法適用の範囲の変更に関する事項

　　当連結会計年度より、新たに設立した海田バイオマスパワー㈱を持分法の適用の範囲に含めております。

　

連 結 注 記 表

平成29年 4月 1日から

平成30年 3月31日まで( )
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(4)　 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社

　　（会　　社　　名） （決 算 日）

　　HG LNG SHIPPING CORPORATION 12月31日

　　広島ガス西中国㈱ 12月31日

　　広島ガス東中国㈱ 12月31日

　　広島ガスエナジー㈱ 12月31日

　　広島ガスプロパン工業㈱ 12月31日

　　広島ガス呉販売㈱ 12月31日

　　広島ガス中央㈱ 12月31日

　　広島ガス可部販売㈱ 12月31日

　　広島ガス北部販売㈱ 12月31日

　　　連結計算書類の作成にあたっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との

　　間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(5)　 会計方針に関する事項

① 　資産の評価基準及び評価方法

(ⅰ)　有価証券　　　　　　　　　　　

　 　 その他有価証券

　　　  時価のあるもの………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入

　　　　　　　　　　　　　　　　  法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　　 　 時価のないもの………………移動平均法による原価法

(ⅱ)　デリバティブ　　　　　　　　　　　

　　  時価法　　　　

(ⅲ)　たな卸資産　　　　　　　　　　　

　　  移動平均法による原価法　(収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)　　　

② 　固定資産の減価償却の方法

(ⅰ)　リース資産以外の有形固定資産　     　  　　　　　

　　　定率法によっております。ただし、廿日市工場の建物(建物附属設備を除く)、平成10年４月１日以

　　降に取得した建物(建物附属設備を除く)、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物、

　　船舶並びに一部の連結子会社の資産については、定額法によっております。

　　　また、取得価額10万円以上20万円未満の減価償却資産については、一括償却資産として３年間で均

　　等償却する方法によっております。

(ⅱ)　リース資産以外の無形固定資産　     　  　　　　　

　　　定額法によっております。なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期

　　間(５年)に基づく定額法によっております。

(ⅲ)　リース資産　　　　　　　　　　　

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

　　残存価額を零とする定額法によっております。

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

　　のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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③ 　引当金の計上基準

(ⅰ)　貸倒引当金　　　　　　　　

　　　諸債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

　　定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ⅱ)　役員退職慰労引当金　　　　

　　　一部の連結子会社は、役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支

　　給額を計上しております。

(ⅲ)　ガスホルダー修繕引当金　　

　　　球形ガスホルダー等の周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回の修繕見積額を次回修

　　繕までの期間に配分して計上しております。

(ⅳ)　保安対策引当金 　   　　　

　　　経年ガス導管の保安の確保に要する費用の支出に備えるため、当連結会計年度末後に要する費用の

　　見積額を計上しております。

(ⅴ)　器具保証引当金　　　　　　

　　　販売器具の保証期間内サービスに要する費用の支出に備えるため、当連結会計年度末後に要する費

　　用の見積額を計上しております。

④ 　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(ⅰ)　ヘッジ会計の方法          

　(イ)　ヘッジ会計の手法

　　　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている

　　　場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採

　    用しております。

　(ロ)　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　（ヘッジ手段）　　　　　　　　（ヘッジ対象）

　　　　原油価格に関するスワップ　　　原料購入代金

　　　　為替予約　　　　　　　　　　　外貨建金銭債権債務

　　　　金利スワップ　　　　　　　　　借入金

　(ハ)　ヘッジ方針

　　　　リスクに関する内部規程に基づき、原油価格変動リスク、為替変動リスク及び金利変動リスクを

　　　ヘッジしております。なお、実需に関係のないデリバティブ取引は行っておりません。

　(ニ)　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っております。ただし、振当処理の

　　　要件を満たしている為替予約及び特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、有効性

　　　の評価を省略しております。

(ⅱ)　退職給付に係る会計処理の方法

　　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ

　　き退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につ

　　いては、給付算定式基準によっております。

　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

　　一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理して

　　おります。

　　　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累

　　計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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(ⅲ)　完成工事高及び完成工事原価の計上基準　　　

　　　当連結会計年度末までの進捗部分のうち、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

　　を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用す

　　る工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

(ⅳ)　消費税等の会計処理　　  　　

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2. 　連結貸借対照表に関する注記

(1)　 有形固定資産の減価償却累計額 200,003 百万円

(2)　 偶発債務

① 　保証債務

　　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

　　　海田バイオマスパワー㈱ 6,250 百万円

　　　MAPLE LNG TRANSPORT INC． 2,432 百万円

　　計 8,682 百万円

② 　債務履行引受契約

　　社債の債務履行引受契約に係る偶発債務は、下記のとおりであります。

　　　第７回無担保社債(社債間限定同順位特約付) 5,000 百万円

　　　第８回無担保社債(社債間限定同順位特約付) 2,500 百万円

計 7,500 百万円

3. 　連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1)　 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

　普通株式 67,998,590 株

(2)　 配当に関する事項

① 　配当金支払額

② 　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 (注1)　平成29年５月12日決議の配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金0百万円

　　  が含まれております。

 (注2)　平成29年11月８日決議の配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金0百万円

　　  が含まれております。

 (注3)　平成30年５月11日決議（予定）の配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金

　　  1百万円が含まれております。
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4. 　金融商品に関する注記

(1)　 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、社債及び金融機関からの借入により資金を調達し、一時的な余資の運用は短期的な預

金等に限定しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、リスクの軽減を図っております。

また、投資有価証券は主として株式であり上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　借入金については、短期は運転資金、長期は設備投資資金としての調達であります。

　デリバティブ取引は、デリバティブ取引に関するリスク管理規程に従って執行・管理しており、実需の

範囲内で行うこととしております。

(2)　 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりで

あります。

（単位：百万円）

　(※)　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(注1)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項

　①  投資有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

　②  現金及び預金、並びに ③ 受取手形及び売掛金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

　　　ております。

　④  社債

　　　　社債の時価については、市場価格に基づき算定しております。

　⑤  長期借入金

　　　　借入金の時価については、元利金の合計額を、当社発行済社債の残存期間及び信用リスクにより

　　　算出した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　⑥  １年以内に期限到来の固定負債

　　　　１年以内に償還予定の社債

　　　　　社債の時価については、市場価格に基づき算定しております。

　　　　１年以内に返済予定の長期借入金

　　　　　借入金の時価については、元利金の合計額を、当社発行済社債の残存期間及び信用リスクによ

　　　　り算出した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　　なお、時価には、既に損益認識し、連結貸借対照表に計上している未払利息5百万円が含まれ

　　　　ております。

　⑦  支払手形及び買掛金
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　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

　　　ております。

　⑧  デリバティブ取引

　　　　これらの時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。債権債務を差

　　　し引きした合計を表示しております。なお、為替予約取引の振当処理によるものはヘッジ対象とさ

　　　れている外貨建金銭債権債務と一体として処理されているため、その時価は当該債権債務の時価に

　　　含めております。

(注2)　非上場株式（連結貸借対照表計上額2,221百万円）は、市場価格がなく、かつ将来のキャッシュ・

　　 フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「①　投資

　　 有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

5. 　１株当たり情報に関する注記

　　１株当たり純資産額 715円19銭

　　１株当たり当期純利益 36円80銭

6. 　その他の注記

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(単位:百万円)

当期首残高 5,181 871 269 1,141 729 30 12,010 11,323 24,093 △ 54 30,362

当期変動額

固定資産圧縮積立金の
取崩

△ 21 21 - -

剰余金の配当 △ 577 △ 577 △ 577

当期純利益 2,089 2,089 2,089

自己株式の取得 △ 165 △ 165

自己株式の処分 57 57

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 - - - - - △ 21 - 1,532 1,511 △ 108 1,403

当期末残高 5,181 871 269 1,141 729 9 12,010 12,856 25,605 △ 162 31,765

　

当期首残高 2,123 △ 63 2,059 32,421

当期変動額

固定資産圧縮積立金の
取崩

-

剰余金の配当 △ 577

当期純利益 2,089

自己株式の取得 △ 165

自己株式の処分 57

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

155 67 222 222

当期変動額合計 155 67 222 1,626

当期末残高 2,278 3 2,281 34,047

資本金

資本剰余金

資本
準備金

その他資
本剰余金

資本剰余金
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換
算差額等

合計

純資産合計

利益剰余金

別途積立金
固定資産
圧縮積立金

自己株式
その他利益剰余金

繰越利益
剰余金

株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本

繰延ヘッジ
損益

株主資本
合計

評価・換算差額等

平成29年 4月 1日から
平成30年 3月31日まで

利益剰余金
合計

利益
準備金

( )
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1. 　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　　子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直

　　　　　　　　　　　　　　　　　　入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　　　　時価のないもの…………………移動平均法による原価法

②　デリバティブ

　　　時価法

③　たな卸資産

　　　製品、原料、貯蔵品………………移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法に

                                    より算定)

(2) 　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　(ⅰ)　リース資産以外の有形固定資産

　　　　　定率法によっております。ただし、廿日市工場の建物(建物附属設備を除く)、平成10年４月１

　　　　日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

　　　　び構築物、船舶については定額法によっております。

　　　　　また、取得価額10万円以上20万円未満の減価償却資産については、一括償却資産として３年間

　　　　で均等償却する方法によっております。

　(ⅱ)　リース資産

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

　　　　とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日

　　　　以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

②　無形固定資産

　　　定額法によっております。なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期

　　間(５年)に基づく定額法によっております。

(3) 　引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　　諸債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

　　定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

　　き計上しております。

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法について

　　は、給付算定式基準によっております。

　　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

　　の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

③　ガスホルダー修繕引当金

　　　球形ガスホルダー等の周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回の修繕見積額を次回修

　　繕までの期間に配分して計上しております。

④　保安対策引当金

　　　経年ガス導管の保安の確保に要する費用の支出に備えるため、当事業年度末後に要する費用の見積

　　額を計上しております。

個 別 注 記 表

平成29年 4月 1日から

平成30年 3月31日まで( )
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⑤　器具保証引当金

　　　販売器具の保証期間内サービスに要する費用の支出に備えるため、当事業年度末後に要する費用の

　　見積額を計上しております。

(4) 　完成工事高及び完成工事原価の計上基準　　　

　　当事業年度末までの進捗部分のうち成果の確実性が認められる工事については、工事進行基準を適用

　し、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の

　当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

(5) 　その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項

①　ヘッジ会計の方法

　(ⅰ)　ヘッジ会計の手法

　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしてい

　　　　る場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理

　  　  を採用しております。

　(ⅱ)　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　（ヘッジ手段）　　　　　　　　（ヘッジ対象）

　　　　　原油価格に関するスワップ　　　原料購入代金

　　　　　為替予約　　　　　　　　　　　外貨建金銭債権債務

　　　　　金利スワップ　　　　　　　　　借入金

　(ⅲ)　ヘッジ方針

　　　　　リスクに関する内部規程に基づき、原油価格変動リスク、為替変動リスク及び金利変動リスク

　　　　をヘッジしております。なお、実需に関係のないデリバティブ取引は行っておりません。

　(ⅳ)　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っております。ただし、振当処理

　　　  の要件を満たしている為替予約及び特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、有

　　  　効性の評価を省略しております。

②　退職給付に係る会計処理

　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方

　　法と異なっております。

③　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2. 　貸借対照表に関する注記

(1) 　資産に係る減価償却累計額

　　有形固定資産の減価償却累計額 184,845 百万円

　　無形固定資産の減価償却累計額 392 百万円

(2) 　偶発債務

①　保証債務

　　　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

　　　　海田バイオマスパワー㈱ 6,250 百万円

　　　　MAPLE LNG TRANSPORT INC． 2,432 百万円

　　　　瀬戸内パイプライン㈱ 814 百万円

　　　　　計 9,496 百万円

②　債務履行引受契約

      社債の債務履行引受契約に係る偶発債務は、下記のとおりであります。

　　　　第７回無担保社債(社債間限定同順位特約付) 5,000 百万円

　　　　第８回無担保社債(社債間限定同順位特約付) 2,500 百万円

計 7,500 百万円
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3. 　損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

　　営業取引による取引高

　　　　　　売上高 2,874 百万円

　　　　　　仕入高 9,650 百万円

　　　　営業取引以外の取引による取引高 4,250 百万円

4. 　株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　普通株式 419,205 株

　　(注)　上記の自己株式数には、信託が保有する自社の株式が418,100株含まれております。

5. 　税効果会計に関する注記

(1) 　繰延税金資産の発生の主な原因

　　退職給付引当金 437 百万円

　　保安対策引当金 178 百万円

　　未払賞与 171 百万円

　　その他 897 百万円

　　繰延税金資産小計 1,684 百万円

　　評価性引当額 △ 259 百万円

　　繰延税金資産合計 1,425 百万円

(2) 　繰延税金負債の発生の主な原因

　　その他有価証券評価差額金 △ 807 百万円

　　その他 △ 5 百万円

　　繰延税金負債合計 △ 813 百万円

　　繰延税金資産の純額 611 百万円

6. 　リースにより使用する重要な固定資産に関する注記

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。

(1) 　当事業年度の末日における取得原価相当額 135 百万円

(2) 　当事業年度の末日における減価償却累計額相当額 135 百万円

(3) 　当事業年度の末日における未経過リース料相当額 － 百万円
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7. 　関連当事者との取引に関する注記

(1) 　子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注1） 当社においてＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・システム)を導入しており、企業グループ内

　　　　で資金の貸借取引を行っております。借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　（注2） 導管工事等の発注については、当社の算定した対価に基づき交渉の上、発注金額を決定してお

　　　　ります。

　（注3） 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　（注4） 金融機関からの借入金に対する債務保証を行っております。

　（注5） 表示金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

　　　　おります。

(2) 　役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注） 上記取引の内容は、取締役が第三者(㈱広島銀行)の代表者として行った取引であり、借入利率

　　 　は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

8. 　１株当たり情報に関する注記

　　１株当たり純資産額   503円82銭

　　１株当たり当期純利益 30円77銭

9. 　その他の注記

(1) 　退職給付に関する注記

    当事業年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

　　  退職給付債務 △ 8,398 百万円

　　  年金資産 6,301 百万円

　　  未積立退職給付債務 △ 2,097 百万円

　　  未認識数理計算上の差異 531 百万円

　　  退職給付引当金 1,565 百万円

(2) 　追加情報

　 　　ガス事業会計規則の改正

　　　「ガス事業会計規則の一部を改正する省令」（経済産業省令第18号 平成29年３月28日）の施行

　　に伴い、ガス事業会計規則が改正されたため、計算書類等は改正後のガス事業会計規則により作成

　　しております。これにより、従来、器具販売収益及び器具販売費用に計上されていた取引について

　　は、その他営業雑収益及びその他営業雑費用に計上しております。

　　　当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。

(3) 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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